


はじめに

これからの中山間地域

　本格的な人口減少・高齢化社会を迎え、中山間地域では
過疎化・高齢化が深刻になりつつあります。商店の閉店や
バス路線の廃線等で身近な買い物の場が失われる「買い物
不便」の問題は、全国的にも大きな問題とされており、解
決策が模索されている状況です。
　「買い物不便」という現象は、中山間地域における生活
の根幹を揺るがすだけでなく、これまで築いてきた自動車
中心の暮らしの欠陥・限界を示していると言えるでしょう。
高齢化が進むにつれ、自動車を利用できない人口が増える
一方で、商店を利用する消費者は減り、後継者問題にも悩
むことになります。こういった課題を抱えた今、これから
の地域のあり方自体を大きく見直さなければいけません。

買い物不便者対策へのヒント

　津和野町での調査・社会実験・検討を通して得た知見を基に、この「買い物不便者対策 idea-book.」を作成しました。
津和野町では、一連の調査の結果を基に、福祉分野・交通分野・商工分野が連携しながら、買い物不便者問題に対する施策を、
本格的に検討する段階を迎えています。その議論・検討の手引きとなるよう、移動販売に着目したアイデアブックという
形で整理しました。今後の議論・実践に役立てていただきたいと考えています。
　一方で、津和野町と同様に、深刻な過疎化・高齢化の課題を抱える地域は全国に多く存在します。それぞれの地域にお
いて、課題や特徴は異なりますが、津和野町での知見をある程度一般化して、このアイデアブックを作成しました。どの
地域においても買い物不便者対策として必要となる視点や取り組み、議論・検討していくべきポイントを整理しています。
特に、行政としての動き方に着目しているので、多くの自治体の方に読んでいただければと思います。

移動販売の可能性

　balloon は平成 26・27 年度の 2年間、島根県鹿足郡津
和野町において、買い物不便者問題の調査及び対応策の検
討を行いました。特に中山間地域において移動販売が果た
し得る役割が大きいと捉え、移動販売の社会実験も実施し
ました。
　移動販売は、買い物の場を提供するだけでなく、集落内
に住民同士の交流の場を創出します。加えて、定期的に利
用者と顔を合わせることから、高齢者の見守り機能も果た
しています。住民同士の見守り合い・支え合いが求められ
るこれからの集落での暮らしに、欠かせない存在だと考え
られます。一方で、中山間地域での移動販売には課題も多
く、行政としてどういったサポート、仕組みの構築が可能
かを検討しました。
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島根県鹿足郡津和野町
人口：7,843人
世帯数：3,607世帯
高齢化率：45.5%



②高齢者の見守り機能①販売形態の模索 ③コミュニケーションの困難
地域の高齢化を受け、商店が配達
サービスや移動販売等の取り組み
を始め、徒歩圏内に買い物の場を
生み出しています。使命感を持っ
て行っている業者が多い一方で、
業者自身の高齢化が進んでいます。

定期的に直接顔を合わせるため、
移動販売業者が、住民個々の好み
や健康状態を把握していることが
多く、結果的に高齢者の日々の生
活が見守られています。移動販売
の果たす福祉的役割と言えます。

各業者が個々に動いているため、
どの業者も訪れていない地域が存
在します。業者間の連携がなく、
地域に偏りが生まれます。また、
業者と住民との連絡も十分機能し
ているとは言えません。
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商店

①交流機会の喪失
一人での移動が困難になってくる
と住民同士でも顔を合わせる機会
が少なくなってきます。貴重な交
流機会として、食事会や習い事、
地域にやって来る移動販売等が挙
げられます。

②移動形態の集約の困難
多くの自治体で町営バス等による
移動手段の確保が試みられていま
すが、時間やルートの制約が多く、
病院ついでに買い物、買い物つい
でに友人と会う等、個々の多様な
ニーズを満たすことは困難です。

集落

移動販売

アイデアブック

①実態把握の不足
買い物不便者に対して取り組んで
いる各業者は独自に動いているた
め、行政は把握しきれていません。
さらに、業者が得ることのできる
地域や住民の情報も、行政まで届
くことがありません。

②個々の施策

①遠くまで外出しなくても
　日用品を手に入れること
　ができます。

中山間地域において、移動販売が持つこうした可能性を活かしていくための方法や取り組みを整理しました。
また、業者自身の高齢化や、情報発信・共有の困難、採算性といった移動販売の課題への対応策として、

サポートする仕組みやアイデアを提案しています。

②商品を自分の目で確かめ
　て買うことができます。

③井戸端会議の場となって
　おり、人と話をする貴重
　な機会となっています。

④1人暮らしの高齢者の見
　守り機能を担っています。

買い物不便者問題に対して、バス
等の交通手段、福祉サービスの検
討、移動販売の検討と、各課がそ
れぞれに取り組んでいますが、各
視点を統合して考えていく必要が
あります。

行政

買い物不便者問題を取り巻く状況 はじめに

①調査編

買い物不便者対策の最初のス
テップとして、地域の現状を
把握するための方法を紹介し
ます。

移動販売へのサポート体制
や、福祉的な機能の強化等、
既存の移動販売を活かした取
り組みを紹介します。

紹介したアイデアを組み合わ
た買い物不便者対策のアク
ションや方向性、行政として
の動き方を提案します。

②実践編 ③応用編



買い物不便者問題の解決に向けての一歩目は、現状を理解することです。

調べる

1-3. 自治会の動き・考えを把握する

まず地域の状況を整理し、課題と可能性を把握しましょう。
「①調査編」では、買い物不便者問題において、調査するべき項目と、調査のポイントを紹介します。
この過程を踏むことで、課題解決への大きなヒントも得られるはずです。

①　調査編

・どの地域でどんな人が買い物に困っているのか？
・どんな買い物の場や手段があり、それぞれどういった課題を抱えているのか？?
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P6

1-2. 移動販売の動きを把握する P5 1-4. 地図に落とし込む P7

1-5. 地図を読み込む P8

1-6. 地図を管理する P9

1-1. 商店の動きを把握する P4 まとめる

分析する



まずは商店の動きを調べてみましょう。

こういったことを整理しておくと、地域の買い物環境の基礎的な部分を把握することができます。
また、各商店が今後どういった動きができそうか、あるいはどういった課題や懸念事項を抱えているかが見えてくると同時に、
地域住民のニーズもイメージできるようになります。

・どこに商店が立地しているのか？
・どんな商品を扱っているのか？
・配達はしているのか？しているとすればどのエリアまで配達しているのか？
・卸売業者はどこからどのくらいの頻度で来るのか？
・将来の商店経営の意向は？後継者がいるのか？

?

立地と商品ラインナップ

調査のポイント

まずは商工会や行政のデータを整理して、
商店の位置と商品の種類を把握します。
中山間地域になればなる程、消費期限の
短い生鮮食品が少なくなる傾向があるの
で、立地と商品の関係にも着目してみま
しょう。

1-1. 商店の動きを把握する

商店がない地域でも、中心部にある商店
が配達している場合があります。配達の
対象エリアや、注文・配達の方法も聞い
てみましょう。電話や FAX で注文を受け
る場合がほとんどですが、何時までに注
文を受け、各エリアにどういった順番で
配達していくのかも整理できるとよいで
す。商品（買い物の場）が地域内をどう
動いているのかが見えてきます。

商店に商品を卸している業者の動きも掴
めるとよいでしょう。近年、中山間地域
からの卸売業者の撤退等、物流自体が大
きく変化しつつあります。商品自体が地
域に来なくなる可能性もあり、どこから
どんな業者が入ってきているのか、どう
いった商品を扱っているのか、商品の動
きの根本を把握しておく必要があります。

島根県津和野町での商店調査

配達エリア

卸売業者

①調査編
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中山間地域では、昔から移動販売が盛んに行われており、数は減りましたが、現在でも貴重な買い物の場を生み出しています。
ただ、販売ルートや商品のラインナップは、地域の人口やニーズによって、変化していきます。
また、各業者がそれぞれの販売エリアが重ならないように、お互いを意識して動いていますが、直接協議しているわけではなく、
曖昧な部分もあります。
状況に応じて変化する移動販売のルートや商品、各業者の動きを、客観的に捉える必要があります。

こういった情報を整理することで、地域に生み出される仮設的な買い物の場を把握することができます。

販売ルート

調査のポイント

移動販売業者にヒアリングを行い、タイ
ムスケジュールと販売ルートを聞いてみ
ましょう。移動販売を実施していない地
域でも、販売車が通過している場合もあ
り、将来的に立ち寄ってもらうことも考
えられます。また、各業者がお互いの販
売が重ならないように動いていますが、
独自の判断のため、業者間で上手く分担
できているとは限りません。

1-2. 移動販売の動きを把握する

中山間地域では、利益を生み出せる鮮魚
を中心とした移動販売が主流となってい
ます。一方で、野菜やパン等の要望が近
年増えており、そういった商品を積むよ
うにもなってきています。業者によって
タイプが異なるため、集落内に一つの業
者が来ているからといって、十分ではな
いかもしれません。

業者によって、販売する場所も様々です。
大きく分けて、1 軒 1 軒停車して販売す
るタイプと、集会所等に停車して集落の
住民が集まってくるタイプ、の 2 つがあ
ります。前者は業者と住民とのコミュニ
ケーションが活発で見守りにもつながり
ます。一方で後者は、買い物をきっかけ
に地域内での交流の場を生み出します。

島根県津和野町での移動販売調査

商品ラインナップ

販売場所

・どんな移動販売業者が地域に入っているのか？
・どういったスケジュールで販売をしているのか？
・どういった商品を販売しているのか？

?

①調査編
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商店や移動販売業者へのヒアリングに加えて、自治会や町会に話を聞くことも重要です。
やはり、普段の買い物の様子や手段に関しては、地域住民同士が把握しているものです。

こういったことを整理すると、地域の現状と将来の動向がつかめると同時に、買い物不便者問題への対応策のヒントにもつな
がります。

・普段の買い物を住民がどうやって行っているのか？
・車を運転できない世帯がどれくらいいるのか？
・自治会として何か取り組みを行っているのか？

?

自治会長

調査のポイント

地域での課題やニーズは、自治会長の下
に寄せられる場合がほとんどです。地域
の全体像は、自治会長が把握していると
言ってもよいでしょう。各家族の世帯構
成はもちろん、同居していない家族や親
戚がどこに住んでいるのか、どういった
サポートをしているかも把握している場
合が多いので、基礎的な情報を整理でき
る可能性が高いです。

1-3. 自治会の動き・考えを把握する

外出が困難な高齢者や、独居の高齢者の
情報は、民生委員が把握している可能性
が高いです。ただし、地域によって民生
委員の役割や立ち位置が違うこともあり、
なかなか民生委員に相談できない住民が
いる場合もあるので、注意が必要です。

買い物不便に関する住民からの要望や相
談は、一つの部署に来るわけではありま
せん。福祉系の部署や地域包括支援セン
ターはもちろん、交通系の部署や、商工
系の部署、地域活動支援系の部署にも、
ヒントとなるような話があるかもしれま
せん。各部署が一つのテーブルで議論し、
情報を共有する場を設けることが非常に
重要です。

島根県津和野町での住民へのヒアリング

民生委員

行政各課

①調査編
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これまでの調査で得た情報を、地図に落とし込んでみましょう。
情報を 1つの地図で同時に見ることで、別々であった情報同士に繫がりが生まれてきます。

こういった情報が一目でわかるように、地図を作っていきます。

・商店や移動販売といった買い物の場がどこに存在しているのか？
・どの地域に買い物の場が充実していて、どの地域に不足しているのか？?

商店の立地と配達エリア

マッピング作業

まずは、商店の位置を地図にプロットし
ましょう。この際、お店のタイプによっ
て色分けをしておくと便利です。例えば、
スーパー、鮮魚店、豆腐店、といったよ
うに扱う商品で分けていきます。また、
配達エリアも図示しておきましょう。ど
の商品がどの地域まで運ばれているのか、
整理します。

1-4. 地図に落とし込む

移動販売車が通っているルートを書き込
みましょう。ルート上であれば、買い物
ができる可能性があります。さらに、販
売するために停車している場所もプロッ
トしておきましょう。その際、何人くら
い集まるのか、数字を書き込んでおいた
り、丸の大きさで示しておくと、移動販
売の規模が把握できます。

自治会の境界線をなぞって、区分けをし
ておきましょう。対応策は自治会ごとに
考えていくとよいでしょう。自治会で取
り組んでいることがあれば、書き込んで
おきます。また、買い物に困っている世
帯が把握できる場合は、プロットしてお
きます。配達エリア内まで近かったり、
移動販売ルートが近かったりする場合は、
すぐに対応できるかもしれません。

島根県津和野町での地図製作ワークショップ

移動販売の場所とルート

自治会情報

①調査編
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情報を落とし込んだ地図をよく見てみましょう。

こうした視点で見ていくと、現状がつかめてくると同時に、対応策のアイデアにつながっていきます。
行政各課の担当者が、各々の知識や視点を活かしながら、複合的に広く見ていくことが大事です。

・商店が立地していなくても、配達や移動販売で買い物できている地域はどれくらいあるのか？
・どの移動販売業者も立ち寄っていない地域はあるか？
・いくつかの自治会で連携して対応できることがあるのではないか？

?

買い物空白地域の把握

分析のポイント

どこの地域が買い物に困っているのかを
考えてみましょう。配達エリアでもなく、
移動販売も来ていない地域は、その可能
性が高いです。まだ運転できたり、若い
世代が住んでいたり、現状では困ってい
ないかもしれませんが、将来的に買い物
不便の問題に直面する可能性は高いので、
把握しておく必要があります。

1-5. 地図を読み込む

買い物に困っている世帯がプロットでき
る場合は、その分布状況を見てみましょ
う。そのエリアまで配達を拡張できそう
な商店はあるか、そこに立ち寄れそうな
ルートの移動販売車があるか、近くの自
治会の取り組みと連携することで解決で
きないか等、地図上の情報を基にアイデ
アを膨らませます。

バスや鉄道といった交通情報も重ねてみ
ましょう。バスの発着時間と移動販売の
時間を連動させられるか、商店の近くに
バス停を設置できるか等のアイデアが議
論できます。また、社協の交流サロン等
のイベントを把握しておくと、住民が集
まる場での移動販売の実施等、検討する
ことができます。

島根県津和野町での各課横断による分析

買い物空白地域への対応策

交通情報・イベント情報

①調査編
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地図に落とし込んだデータは、移動販売業者や自治会の動きによって、日々変化します。

情報を定期的に更新して、各地域の現状や変化を把握しましょう。
ここでは、デジタルマップを使って情報を管理する方法を紹介します。
デジタルマップを使うことで、情報の更新が楽になりますし、関係者間での共有もスムーズに行えます。

・移動販売のルートやスケジュールに変更はないか？
・商店の閉店や移動販売の廃業はないか？
・自治会や行政各課で新たな動きや取り組みはないか？

?

Moyai-Map

デジタルマップの紹介

balloon の制作した web-map です。商店
の情報や移動販売のルートに加えて、交
通情報や、地域のイベント情報といった
レイヤーを重ねて見ることができます。
カレンダー機能もついており、バスと移
動販売の曜日ごとの連動や、不定期な地
域のイベントとの連動、商店の特売日や
交流サロンの連動等、柔軟に対応するこ
とが可能です。
また、Moyai-Map は買い物不便者問題以
外の地域課題にも応用できるマップです。
交通の課題解決のための施策と、福祉の
課題解決のための施策を、1 つのマップ
を共有しながら議論していくことができ
ます。各課が連携して議論・検討してい
くためのツールとしても活用できます。

1-6. 地図を管理する

■Google Map
Google Map 上にピンを立てていくこと
で、買い物の場の把握が可能です。
（https://www.google.co.jp/maps）
■Open Street Map
誰でも自由に参加でき、編集でき、利用
することのできるweb-map です。
（https://openstreetmap.jp/）

島根県津和野町で制作したMoyai-Map

誰でも利用できるマップ

①調査編
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「②実践編」ではまず、移動販売に対して行政ができるサポート・支援を紹介します。
中山間地域で貴重な買い物の場を提供してくれる移動販売ですが、
中山間地域の人口減少、業者自身の高齢化によって、経営は不安定になりつつあります。
その中でどうやって移動販売を続けていくか？
業者だけでなく、行政や住民ができることを行い、3者が支え合って買い物の場を守っていくことが重要です。
そのためのいくつかのアイデアを紹介します。
また、移動販売は中山間地域の集落において、自然と住民が顔を合わせる場を生み出しています。
これからの高齢化する集落では、住民同士の見守りが非常に重要であり、
こうした移動販売を活かしながら、地域の “見守り力” を強化していくことが望まれます。
主に福祉的な視点から、移動販売と連携することで、地域をより暮らしやすくするためのアイデアも紹介します。
地域の実情に合わせて、アイデアをカスタマイズしてみてください。

②　実践編

移動販売をサポートする

2-3. 商店と連携して仕入を行う

10

2-2. 業者と地域の情報共有を図る P12

P13

2-4. 見守りサービスを付加する P14

2-6. 介護予防プログラムを組み合わせる P16

2-5. ポイントカードを活用する P15

2-7. 交流サロンで販売する P17

2-1. 業者と地域のマッチングを図る P11

暫定的な移動販売を行う

2-9. 空白地域を開拓する P19

2-8. シルバー人材を活用する P18

福祉サービスと連動させる



【業者】移動販売のニーズがあるのか、わからない
【業者】他の業者が行っているかもしれず、自分が行って売れるかどうかがわからない
【住民】どこの業者に頼めばいいのか、誰が近くを通っているのか、わからない

「①調査編」では、買い物の空白地域を把握することができました。
まずは、そうした買い物に困っている地域に、移動販売で立ち寄ってくれる業者がいるかどうか、検討してみましょう。
買い物の空白地域が発生する要因として、以下のような理由が考えられます。

これに対して、買い物の空白地域と移動販売車の動きを客観的に把握することで、地域と業者のマッチングが可能となります。
地域のニーズや、移動販売のルート・商品のラインナップ等を踏まえて、マッチングを図ることができれば、
住民にとっては買い物の場を得ることができますし、業者にとっては商圏を拡大することができます。

マッチングのポイント

2-1. 業者と地域のマッチングを図る

中山間地域では、公共バスが毎日運行し
ているとは限りません。週に 2,3 日しか
運行しない地域では、バスの運行日には、
多くの住民が通院等の理由で、バスで中
心部に行ってしまいます。その日に移動
販売を実施しても、お客さんがいない、
という状況になってしまうので、地域住
民が利用できる曜日や時間帯と照らし合
わせて、検討する必要があります。

島根県津和野町では、業者の撤退した空白地域に対して実験的にマッチングを行いました

交通機関との兼ね合い

②実践編

11

移動販売のルート

移動販売業者は、効率のよい販売ルート
を計画しています。わざわざ新しく立ち
寄る地域のために戻ってきたり、同じ道
を何回も通ることは避けたいところです。
比較的融通のきく時間帯や地域を、ヒア
リングしながら、効率よく回れる業者を
見つけることが大事です。

既に移動販売が立ち寄っている地域でも、
鮮魚中心の移動販売の場合、肉や野菜へ
のニーズは満たされていない可能性があ
ります。そうした地域に対しては、既存
の移動販売を補完するような、新たな業
者を紹介することもあり得ます。実際に、
何社も移動販売が立ち寄り、住民が各々
使い分けて購入している地域もあります。
地域のニーズの把握が重要です。

商品のラインナップ



【業者】悪天候等でスケジュールが変更になる際、連絡する手段がない（個別に電話する業者も）
【業者】地域のイベントや冠婚葬祭の際、住民が皆不在で、商品が余ってしまう
【住民】地域のイベントや集会の際は、会場まで来てもらえると多くの人が利用できて助かる

移動販売における課題として、次のようなことが挙げられます。

こうした課題は、業者と住民があらかじめ情報共有しておくことで解決できます。
また、緊急時の連絡は、CATVや町内放送等、行政が広く発信することで対応できると考えられます。
業者もお客さんに個別に連絡するのではなく、行政担当者に 1本連絡を入れるだけで済みます。
小さなことですが、こうした情報共有を図ることで、業者も住民もストレスが解消され、良好な関係を築いていけます。
業者にとっては、地域の情報をあらかじめ知っておくことで、仕入れのコントロールが可能になります。

情報共有のポイント

2-2. 業者と地域の情報共有を図る

業者からの連絡の窓口として、コーディ
ネーターを設けるとよいでしょう。業者、
公民館と連絡をとりながら、必要な情報
を発信していくことが求められます。ま
た、web-map を用いて、地域のイベント
での移動販売の実施や、会場の変更等、
移動販売の実施しやすい環境を構築して
いくことも重要です。

島根県津和野町では試験的に音声端末を使用し、ケーブルテレビの活用も検討しました

コーディネーターの設置

②実践編
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公共放送の活用

移動販売の急な変更や中止は、CATV や
緊急時の無線端末、町内放送用スピーカー
等、公共放送の活用による伝達が有効で
す。地域を限定して発信できる媒体もあ
るので、検討してみましょう。また、
CATV のテロップ放送等、日常的に移動
販売の情報を発信しておくと、新たな利
用客や、地域に来て欲しいという要望も
引き出せます。

公民館や集会所といったコミュニティの
拠点には、地域の情報が集まってきます。
地域のイベントや集まりはもちろん、急
な葬式等も事前に把握できるので、公民
館や集会所の職員から、業者に連絡を入
れることで、移動販売を休みにしたり、
イベント会場で販売したりと、柔軟に対
応することができます。

公民館の活用



【業者】鮮魚や肉等の生鮮食品は、仕入れたその日に売り切らなくてはいけない
【業者】新規事業者にとっては、商品ごとに仕入先を見つけることは大きな負担となる
【商店】中山間地域では、ある程度の仕入量がないと、卸売業者に来てもらえない

移動販売で苦労するのが、在庫の管理です。

ここでは、移動販売業者と商店をマッチングし、両者の連携した仕入体制を構築することを目指します。
移動販売業者が地元の商店から割値で商品を仕入し、金額を上乗せした形で販売します。
移動販売業者は近場で仕入を済ませることができ、負担の軽減につながります。
一方で、商店にとっても、売上の増加・商圏の拡大につながり、仕入量も安定します。

連携のポイント

2-3. 商店と連携して仕入を行う

移動販売の経営において、売れ残りを最
大限減らすことが重要になってきます。
しかし、天候や地域の事情によって売れ
残ることも多く、それを商店に返品する
ことができれば、移動販売業者にとって
は大きなメリットです。商品の種類や、
返却する時間帯、金額設定等、商店との
調整が必要となるので、行政や商工会に
よるコーディネートがあると理想的です。

島根県津和野町での移動販売社会実験では、地元商店から仕入を行いました

売れ残りの返品

②実践編
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地元商店の利用

過疎化・人口減少が深刻化する中山間地
域では、移動販売も商店も、協力し合って、
持続的な運営をしていくことが必要とな
ります。商店が地域内に持ってきた商品
を、移動販売が地域内で販売することで、
無駄のない流通を目指します。できるだ
け地元の商品を使うことで、商店の存続
にもつながりますし、それは地域への卸
売の存続にもつながります。

農産物に関しても、地元の農産物を仕入
れることが重要です。直売所等で購入で
きる野菜は安価なため、多少利益を上乗
せしても、問題なく販売できます。地域
で生産したものを地域で消費することで、
仕入の負担を減らしつつ、地域内での流
通を推進できます。惣菜等の農産物の加
工品もニーズがあるので、組み込めると
よいでしょう。

地産地消の推進



【業者】毎週定期的に住民と顔を合わせるので、住民の健康状態を把握している
　　　　（歩きにくそうになった・物忘れが多くなった etc）
【業者】しかし、専門的な知識がないので、どう対応していいかわからない

移動販売業者の大きな特徴として、以下が挙げられます。

これらは、移動販売が福祉的な役割を担い得ることを示しています。
特に、これからの中山間地域において重要な、高齢者の見守りに貢献することができると考えられます。
ここでは、移動販売を活かして実施できる見守りサービスとして、行政の担当部署との連携、福祉分野の有資格者の同乗を紹
介します。

見守りサービスのアイデア

2-4. 見守りサービスを付加する

民間の移動販売に対して、行政が何らか
のサポート・支援を行うことは、他業者
や商工会とのバランスもあり、商工の視
点からは、なかなか難しいのが実情です。
一方で、高齢者の見守りや健康相談といっ
た福祉の視点からのサポートは、行政と
しても介入しやすく、それが移動販売の
支援にもつながります。

島根県津和野町では、有資格のシルバー人材による見守りサービスの検討・実験を行いました

福祉の視点からの行政の介入

②実践編
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行政の担当部署との連携

移動販売業者が、住民の健康の変化を察
知した際に、地域包括支援センターや福
祉系の部署といった担当部署に連絡がで
きるように、パイプを作っておきます。
家族に連絡したり、直接確認に行ったり
と、担当者や民生委員がすぐに対応する
ことができます。日常的に顔を合わせる
移動販売を活かした、地域のセーフティ
ネットの構築です。

移動販売の場に、専門的な知識を有した
人材を出向かせるというアイデアです。
島根県津和野町の社会実験では、看護師
や保健師、ケアマネの資格を有している
シルバー人材を移動販売に同乗させ、簡
単な健康相談や栄養指導を試みました。
毎回でなくても、定期的に有資格者が参
加することで、住民も安心できますし、
業者も大きな負担なく実施できます。

福祉分野の有資格者の同乗



【業者】住民の健康に関する情報を、いちいち行政に連絡するのは負担になる
【業者】有資格者を毎回移動販売に同乗させるのは負担になる
【行政】高齢者の見守りといっても、人材も限られており、全てを行政で行うことは不可能である

見守りサービスを展開していくにあたって、次の懸念事項が挙げられます。

こうした懸念事項への対応策として、ここでは、ポイントカードの活用を紹介します。
中山間地域においては、移動販売が見守りの場になっている場合が多く、ポイントカードによって参加を促します。
見守りの場への参加は、ポイントカードによってデータ化され、行政や関係団体と共有することが可能です。
誰が地域内で見守れているのか、逆に見守りの場に参加できていないのかを把握することで、限られた人材の中で、効率良く
必要な見守りを行うことができると考えています。

ポイントカードのアイデア

2-5. ポイントカードを活用する

このポイントカードの仕組みは、タブレッ
トや PC があれば、どこでも実施するこ
とが可能です。役場の窓口や図書館、公
民館や商店、病院等、様々な場所で同じ
仕組みで展開すれば、より多くの見守り
情報をデータ化でき、よりきめ細かい見
守りの網を張ることができます。住民の
買い物促進や外出促進にもつながると期
待できます。

島根県津和野町では、青原地区をモデル地区とし、ポイントカードの導入実験を行いました

移動販売以外への応用

②実践編
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見守り情報の電子データ化

タブレットやスマートフォンで読み込め
る NFC タグをカードに付けることで、移
動販売の参加者が電子データ化されます。
誰がどの移動販売に参加しているのか、
つまり、地域の見守りの場に顔を出して
いるのかが、現場にいない行政担当者や
民生委員にも把握できることになります。
個人情報の扱いには慎重さが求められま
すが、様々な使い方が考えられます。

移動販売に来ている住民は、比較的元気
な方と言えるでしょう。逆に、これまで
毎週来ていたのに来れなくなってしまっ
た方には、行政担当者や民生委員がコン
タクトを取る必要があります。付与され
たポイントは、「地域で見守られている」
ことの証です。そのセーフティネットか
ら漏れてしまっている住民に対して、優
先的にアプローチすることができます。

行政による見守りの棲み分け

1 2 3 4 5 6 7

8 9 10 11 12 13 14

15 16 17 18 19 20 21

22 23 24 25 26 27 28

29 30 31 32 33 34 35

36 37 38 39 40 41 42

43 44 45 46 47 48 49

50ID 1103 名前

あおはら

いきいきポイント



行政が福祉的な視点から移動販売に介入していくにあたって、高齢者の見守りと共に重要となってくるのが、介護予防です。
これからの高齢化社会では、地域住民が自ら、介護予防・健康促進に積極的に取り組んでいき、健康寿命を延ばすことが望ま
しい姿です。
行政ができることが限られてくる中で、そうした住民の動きをサポートしていく仕組みが求められます。
先述したように、移動販売は集落において貴重な、住民が集まる場となっています。
そうした場に、介護予防プログラムを組み込んでいくことで、地域での自助・互助を強化していくことにつながります。
「買い物」と「健康」、これからの地域で重要なこの 2つを、みんなで楽しみながらつくりあげていく。
2つを連動させることで、地域に波及させていくことを目指します。

介護予防プログラムのポイント

2-6. 介護予防プログラムを組み合わせる

島根県津和野町の社会実験では、「テイク
テン！ (R)」という介護予防プログラムを
取り入れました。プログラムの特徴の 1
つが、地域リーダーを養成するという点
です。プログラムを学習した住民がリー
ダーとなり、新しく学び始める住民のサ
ポートをします。地域で持続的に介護予
防に取り組むための、重要なポイントで
す。

島根県津和野町での移動販売社会実験では、「テイクテン！ (R）」との連携を図りました

地域リーダーの養成

②実践編
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コミュニティの場の強化

島根県津和野町での社会実験では、公民
館での移動販売の時間に合わせて、介護
予防プログラムを実施しました。栄養の
勉強や健康体操をした後、移動販売で買
い物をするという流れです。高齢化する
地域にとって重要な買い物の場と健康促
進の場を掛け合わせ、地域を支えるコミュ
ニティの場をつくりあげていくことが大
切です。

介護予防プログラムでは、栄養の知識の
習得を行います。普段口にしているもの
にどういう栄養があるのか、何が自分に
足りないのか。学んだすぐ後に買い物を
することで、意識的に食品を選ぶように
なります。購買意欲も高まり、移動販売
としてもプラスになると考えられます。

栄養の知識の習得



移動販売を地域のコミュニティの場として強化していくもう一つのアイデアが、交流サロンとの連携です。
交流サロンは、社会福祉協議会等が集落ごとや小学校区ごとに実施している場合が多いです。
交流サロンの一つのプログラムとして移動販売を取り入れ、住民同士で楽しみながら買い物をしてもらいます。
交流サロンでは、プログラムがマンネリ化してしまう、新規で参加してくれる住民が少ない、といった傾向になりがちですが、
買い物を取り入れることで、多くの住民に参加してもらうことを目指します。
移動販売業者にとっても、地域住民が多く集まっている場所に出向くことで、効率のよい販売が実施できます。

交流サロンのポイント

2-7. 交流サロンで販売する

介護保険法が改正され、住民が自主的に
集まって実施する「自主サロン」も推進
されつつあります。行政が全てセッティ
ングするのではなく、地域住民自身が、
地域に必要な場を生み出していく、とい
うことです。自主サロンに対しては、行
政が移動販売業者とのマッチングを行う
等、自主サロンの実施を促すようなサポー
トもあり得ます。

島根県津和野町での移動販売社会実験では、社協の交流サロンにて移動販売を行いました

自主サロンとの連携

②実践編
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効率のよい移動販売

交流サロンでの販売は、業者にとっては
一カ所で多くの住民に販売できるので、
効率のよい形態です。また、サロンでは
バスの送迎がある場合が多く、長距離の
移動が困難な高齢者も、商品の重さや量
に縛られずに自由に買い物ができます。
サロンは数時間開催しているので、多少
販売の時間がずれても対応できるのもメ
リットです。

島根県津和野町での社会実験では、移動
販売の時間になると、交流サロン参加者
ではない近所の住民が買い物に訪れるこ
ともありました。買い物を一つのきっか
けに、交流の場に参加してもらうことが
期待できます。参加者の増加と買い物支
援、この 2 つの相乗効果の期待できるア
イデアです。

外出・参加の促進



ここまで、民間の移動販売へのサポートや、移動販売を活かしたアイデアを紹介してきましたが、どの移動販売業者も立ち寄
ることのできない地域も、やはり存在してしまいます。
津和野町での社会実験では、そうした空白地域に対して、シルバー人材センターと連携した移動販売を実施しました。
住民自身が担い手となって、空白地域において暫定的に移動販売をするというアイデアです。
2-4 で触れたように、シルバー人材センターの会員には、介護士や保健師等の有資格者がいる場合もあり、重要な役割を担う
可能性があります。
津和野町ではシルバー人材センターが買い物不便者に強い関心を持ち、連携することとなりましたが、各自治体で動ける団体
や住民組織を見つけることが大切です。

暫定的移動販売のポイント

2-8. シルバー人材を活用する

津和野町での社会実験では、シルバー人
材の人件費まで全て、売上から捻出する
ことは不可能でした。一方で、健康相談
や栄養指導、見守りデータの収集等、福
祉サービスの担い手としても機能してい
たので、福祉サービス事業として人件費
を充てていくことが適していると考えら
れます。

島根県津和野町での移動販売社会実験では、シルバー人材を活用した販売を試みました

福祉の視点からの行政の介入

②実践編
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住民の関わり方

津和野町の社会実験では、balloon が実施
主体として実施しましたが、シルバー人
材センターから派遣された人材が、実際
の販売員として運営しました。行政が実
施主体となり、地域の人材を活用する形
とし、住民がリスクを負わないようにす
る必要があります。一方で、行政が実施
主体となるため、移動販売業者とのバラ
ンスを見極める必要があります。

2-3 で述べた商店との仕入の連携が不可
欠です。シルバー人材自身で、遠方まで
仕入に行くことは難しく、負担を減らす
上でも、地元の商店と連携することが重
要です。

商店との連携



最後に、地域の人材を活用した暫定的移動販売による効果を整理します。
津和野町での社会実験では、買い物の空白地域での移動販売を実施している過程で、新規事業者を見つけることができ、実験
終了後に販売を引き継ぐことができました。
町内の住民で、新たな職として、移動販売をスタートすることになった方です。
移動販売の社会実験を実施していたことで、各地域の住民とのマッチングが容易に進められました。
また、各地域の売れ筋や特徴を把握していたことで、スムーズに引き継ぐことができました。
新規事業者にとって、全くのゼロから販売場所を開拓することは大きなハードルですが、暫定的に移動販売を実施したことで、
そのスタートアップをサポートできたと言えます。
このように行政には、空白地域を開拓し、新規事業者に受け渡していく役割を担うことが期待できます。

受け渡しのポイント

2-9. 空白地域を開拓する

実際に各地域で移動販売をすることで、
地域の実情や、民間の移動販売業者の動
きや特徴を把握することができます。「①
調査編」とは違って、実際に現場で動く
ものの視点から、地域を捉えらることが
できるため、調査の一環として一定期間、
移動販売を実施してもよいでしょう。

島根県津和野町では、社会実験実施地区を、新規事業者に引き継ぐことができました

地域の現状の理解

②実践編
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住民との関係の構築

新規事業者にとって、全く知らない土地
で移動販売を始めることは、非常に難し
いと言えるでしょう。暫定的に移動販売
を実施していく中で、住民との信頼関係
を構築していければ、新規事業者が見つ
かった際に、スムーズに紹介・マッチン
グすることができます。

どういった商品がどれくらい売れるのか、
どういった人が買いに来るのか、各地域
の特徴を新規事業者に伝えることができ
ます。暫定的な移動販売をすることが、
地域のニーズの調査となり、後に本格的
に移動販売を実施する業者にとって有益
な基礎データとなります。逆に、そういっ
たデータがあることで、新規事業者が参
入しやすくなるとも考えられます。

売上データの提供



③応用編では、津和野町での社会実験では本格的に検討することができなかったものの、調査・ヒアリングを通して出てきた
アイデアを紹介します。
地域の実情に合わせて考えることで、新たなアイデアにつながるかもしれません。
また、最後に、これまでのアイデアを活かした買い物支援の方法を提案します。

③　応用編

地域の実情に応じて、行政と住民、業者がどういった関係を築きながら進めていくのがよいのか、検討していくことが重要です。
そして、これまでのアイデアは、「移動販売を支援するもの」、「移動販売へ役割を付加するもの」、の 2つがありますが、それ
らを組み合わせて考えることで、いくつかのシナリオが描けます。
本アイデアブックのまとめとして、3つの方向性を提示しますので、地域の将来像をイメージしながら、今後の議論・検討の
参考にしていただければと思います。

・民間の移動販売業者をどうサポートし、どう活かすのか？
・行政としてどういったスタンスで動いていくのか？
・シルバー人材等の住民の力をどう活かしていくのか？

?

他分野と連携する

3-3. 農産物の集荷
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3-2. 商店への卸売 P21

P21

3-5. 買い物支援の方法 P22

3-6. 買い物不便者解消へのアクション P23

3-4. 車のシェア P22

3-1. 予約注文・宅配サービス P21

組み合わせて考える



TVの活用

インターネットを利用すれば、簡単に商
品の予約注文の仕組みを構築できますが、
PC やスマートフォンを一切使わない高齢
者もたくさんいます。一方で、TV はどの
家にもあり、TV を活用した予約注文シス
テムは可能性があります。津和野町では、
( 株 )SHARP と連携して、TVを使った買
い物支援の仕組みを検討しているところ
です。

津和野町では、自治会が商工会・郵便局
と連携して、商店の商品を配達するサー
ビスに取り組んでいる例があります。自
治会が電話で注文を受け、各商店に発注
し、それを郵便局が配達するという仕組
みです。事務局（自治会）の人件費をど
う捻出するかは大きな課題ですが、地域
の様々な主体が少しずつ力を合わせて解
決策を考えている取り組みです。

配達サービスに関しては、各地域に配達
する曜日を決めたり、公民館等の住民が
各自取りに来られる場所に一括で配達し
たりと、効率のよい運営が求められます。
生鮮食品は移動販売で、日用品や保存の
きくものは配達で、といったようにうま
く補完し合うことができれば理想的です。

郵便局の活用 効率のよい配達
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事前に移動販売の商品を予約注文するアイデアです。別組織が宅配サービスを行い、移動販売を補完することも考えられます。

3-1. 予約注文・宅配サービス ③応用編

中山間地域の商店の延命

中山間地域の集落では、既に卸売業者が
撤退してしまった地域もあります。そう
した地域の小規模商店は、経営者の高齢
化が進み、仕入にも苦労し、それによっ
て経営も不安定になるという悪循環がお
きてしまいます。一方で、近くを移動販
売が通っていることもあり、両者の連携
が取れれば、商店の延命につながります。

移動販売ではありませんが、中山間地域
の商店に牛乳を卸している牛乳販売店が、
パンやお菓子等も合わせて卸している例
もあります。これまでのサービスを少し
拡大することで、新たな流通の形が生ま
れる可能性があります。

移動販売が卸売も兼ねるとなると、どう
しても商品の価格が高くなってしまいま
す。それを地域住民がきちんと理解し、
商店を利用することができれば、地域全
体で買い物環境を守っていくことができ
ます。

商圏の拡大 価格の設定

卸売業者が撤退してしまった地域の商店へ、移動販売業者に商品を卸してもらうことで、仕入の手段を確保するアイデアです。

3-2. 商店への卸売 ③応用編

農家の出荷環境の改善

中山間地域の農家にとっては、農産物直
売所への出荷や売れ残りの引き取り等、
農作業の合間に運搬作業をすることが大
きな負担となっています。中山間地域を
回っている移動販売に、その運搬の役割
を付加することができれば、農家にとっ
て大きなプラスとなります。

移動販売業者にとっては、農産物を集荷
し、直売所や飲食店に運ぶことで、配達
料を得ることが可能となります。わざわ
ざ集荷のためにルートを大きく変更する
ことは難しいですが、既存の販売ルート
上であれば、大きな負担なく、集荷・配
達ができます。ただし、ルートや時間帯
等の細かい設定が重要となってきます。

農家から集荷した農産物は、そのまま移
動販売で売ることもできます。移動販売
がいくつかの中山間地域をつなげていき、
地産地消を推進していきます。

配達料の獲得 農産物の仕入れ

移動販売業者が販売しながら、中山間地域の農家から農産物を仕入れるというアイデアです。

3-3. 農産物の集荷 ③応用編



①自治会単位で買い物支援への要望を収集
②各地区での移動販売をシルバー人材セン
ターに委託
【長所】住民のニーズに柔軟に対応できる
【課題】町の介入の説明・位置付けが不可欠
　　　  福祉施策への位置付けが望ましい

①情報支援：情報共有の促進
②広報支援：公的な情報発信
③協力謝金：福祉的役割への対価
④仕入支援：商店との連携促進
⑤車両支援：販売車の貸出

シルバー委託型
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移動販売車の貸出

町が移動販売車を 1 台所有し、商店と連
携して、商品を載せます。それを自治会
等の地域の団体が借り、自分たちの住む
地域で販売をするというアイデアです。
午前中のみに実施にし、売れ残りを商店
に返却することができれば、自治会とし
てリスクのない販売ができます。また、
自治体が参入してくれる業者に対し、販
売車の支援をする方法も考えられます。

社協のバスを使い、中心部に買い物ツアー
に行く取り組みも見られます。このよう
に定期的に買い物バスを借りる仕組みは
ニーズがあるでしょう。

自治会単位で 1 台車を所有するというア
イデアです。自治会の中で運転手を確保
し、住民の要望によって、運行します。
町営バスは町が決めたルート・時間でし
か走ることができませんが、この仕組み
では、住民のニーズに合わせて、柔軟に
走らせることができます。

買い物ツアー シェアバス

町会や自治会等、住民自身で車を 1台シェアし、買い物支援に役立てていく、というアイデアです。

3-4. 車のシェア ③応用編

行政が移動販売業者、住民（自治会等）と連携して買い物環境を構築していく方法として、5つのタイプを紹介します。
また、これまでのアイデアの中から、行政が業者に対してできる「販売への支援」、その代わりとしての業者への「役割の付加」
を整理しました。
これらの組み合わせ方によって、行政としての動き方が決まってきます。

3-5. 買い物支援の方法 ③応用編

個別マッチング型

①自治会単位で買い物支援への要望を収集
②自治会のニーズに合う業者に対して町が
個別に交渉
【長所】より地域の要望を反映できる
【課題】町の介入の説明・位置付けが不可欠
　　　  「販売への支援」が必要

①自治会単位で買い物支援への要望を収集
②各地区ごと (or 複数地区セット )に業者
を公募
【長所】公平に募集できる
【課題】業者が手を挙げない可能性が大きい
　　　  「販売への支援」が必要

町

自治会

調査
募集
選定

要望
販売 業者

業者

業者
町

自治会

調査

要望

打診

販売 業者

公募マッチング型

①交流サロンには町が移動販売を派遣
②個別マッチング型・公募マッチング型・
シルバー委託型との組み合わせ
【長所】交流サロンへの参加促進
　　　  効率のよい販売
【課題】別途、空白地域への対応が必要

交流サロン連携型

町

公民館

打診

販売 業者

①自治会単位で買い物支援への要望を収集
②移動販売をシルバー人材センターに委託
　（資格所有のシルバー人材が同乗）
③移動販売先で介護予防プログラムを実施
【長所】集落単位での見守り体制の強化
【課題】手間がかかる、効率の悪い移動販売

介護予防プログラム型 【販売への支援】

①指定地区での販売
②見守りデータの収集
③販売スケジュールの報告
④農産物の集荷
⑤商店への卸売

【役割の付加】

町

自治会

調査

要望

委託

販売 シルバー

町

自治会

調査

要望

委託

販売
見守り シルバー



・何を業者や住民に求め、行政として何を与えることができるのか？
・それによって地域がどう変わっていくのか？?

3-5 で挙げた「買い物支援の方法」、そして「役割の付加」と「販売への支援」の組み合わせを考えてみましょう。

調査で把握した地域の可能性や、移動販売業者の特徴も踏まえて、色々な角度から検討することが重要です。

3-6. 買い物不便者解消へのアクション ③応用編

①民間活用タイプ

【買い物への支援】
個別マッチング型・公募マッチング型

【役割の付加】
指定地区での販売・見守りデータの収集・
販売スケジュールの報告

【販売への支援】
・情報支援 /広報支援 /協力謝金
民間活用タイプでは、できる限り既存の民
間事業者とのマッチングにて対応します。
情報支援・広報支援・協力謝金といったメ
リットを業者に提示することにより、空白
地域での販売を促進します。それでも空白
地域が解消できない場合は、新規参入者の
支援を行います。

・仕入支援 /車両支援
新規参入者には仕入支援や車両支援をする
ことで、スタートアップをサポートします。
地元で働きたい若者の副業や、アクティブ・
シニアの起業、地域の固定店舗の移動販売
参入等を促していきます。

②福祉事業タイプ

【買い物への支援】
交流サロン連携型

【役割の付加】
指定地区での販売・見守りデータの収集

【販売への支援】
・協力謝金 /仕入支援
交流サロンで移動販売を実施してくれる業
者を募集し、マッチングを図ります。福祉
サービスの観点から、事業委託をするとい
う形も考えられます。行政の買い物不便者
対策としては、生鮮食料品を広く扱っても
らうことが望ましく、業者が普段取り扱っ
ていない商品に関しては、町内店舗との連
携を図る等、仕入支援を行います。

・情報支援 /広報支援
行政として交流サロンという場を重視し、
そこに参加してくれる住民に対して、手厚
く買い物支援を行います。協力してくれる
業者に対しては、福祉事業の一環として、
サポートをしていきます。

③行政運営タイプ

【買い物への支援】
シルバー委託型・交流サロン連携型・介護
予防プログラム型

【役割の付加】
指定地区での販売・見守りデータの収集

【販売への支援】
・協力謝金 /情報支援 /仕入支援 /車両支援
要望のある地区全てに「買い物の場」を創
出することを目指します。福祉事業として
予算化し、シルバー人材等を活用して、買
い物支援と高齢者の見守り・健康促進を積
極的に仕掛けていきます。行政と住民が連
携し、小規模かつきめ細かい見守り体制の
構築を進めていきます。
行政が車両を用意し、地域の商店と連携を
図りながら、仕入体制を構築します。自治
会とも調整を図り、地域住民が集まれる場
をつくり、移動販売による買い物支援、介
護予防プログラムや交流サロンによる健康
促進の両方を推進していきます。販売はシ
ルバー人材や自治会を活用し、持続的な運
営を目指します。

制作：NPO法人 urban design partners balloon
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　　　　　E-mail
イラスト：Riyo Namigata（RAJP）
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